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平成21年度までは、鯖江市国際交流協会に冊子等の企画・
制作を委託し、これを市民窓口課等で配布することで事業
を実施した。
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

在住外国人生活支援事業在住外国人生活支援事業在住外国人生活支援事業在住外国人生活支援事業

開始年度 2006 終了年度 9999

目的 在住外国人に日常生活で必要な生活情報を提供することで、在住外国人の生活の利便を図り、在住外国人が暮らしやすく、地
域に融和する日常生活環境を整える。
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事業名

部署名 市民協働課

生活情報の提供や生活相談などの在住外国人対する生活支援を行うにあたり、市内部の多文化共生連絡会議さらに同連絡会議
と国際交流関係市民団体や外国人市民との懇談会を開催して意見をもらいながら進めていく。

事業コード

857
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活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業
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基本施策
体系

重点施策
体系

生活情報ガイドブック等配布 目標値 130130130130 130130130130 130130130130 130130130130 130130130130部

実績値 160160160160 155155155155

外国人市民対象生活支援関連イベントに参加し
た外国人市民数

人 目標値 325325325325 330330330330 335335335335 340340340340 345345345345

計算
根拠

ガイドブック等には外国人市民生活支援関連イベント情報
を掲載、チラシはさみ込みによって情報提供し、そのイベ
ントに参加した外国人市民のニーズを把握する。

実績値 251251251251 237237237237

達成率
（％）

77.277.277.277.2 71.871.871.871.8

実数値

ランク CCCC CCCC

安全・安心で快適に暮らせ
るまちづくり

参加と協働によるまちづく
りを推進する

コミュニティ

基本目標 属性 基本施策

多文化共生の推進

実施施策

3083

H23事業名 在住外国人生活支援事業 857

483



平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価____事務事業調書事務事業調書事務事業調書事務事業調書　（　（　（　（評価対象事業評価対象事業評価対象事業評価対象事業））））

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評

価
評

価
評

価
評

価
）） ））

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

外国人登録数は若干、低下傾向が見られるものの、年間150人以上の新規登録者
がおり、それらの方への生活情報提供は十分ニーズがある。

根
拠

事業名 各種生活情報の提供

主体 福井県、福井県国際交流協会

全体的な生活情報は県版でも提供可能だが、：鯖江市に特化した情報は、市で提
供するほかない。

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

セーフティーネット（少数者である在住外国人への情報提供が滞ると、医療や社
会保障、災害対応などの分野を中心に人権に関する問題が生じることが多く、行
政の関与がないと改善されない）
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【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ある

不可能

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

不可能

この在住外国人生活支援事業は、情報提供媒体の作成から情報の配布までを国際
交流協会へ委託事業によって実施しており、コストはこれ以上削減できない。

根
拠

この事業実施によって収益をあげることはできない。（当該事業で、外国人市民
が収益を受けているわけではなく、日本人であるならば当然得ている情報等を限
定的に受けることができるだけだから受益者負担という考え方は適当でない）。

根
拠

県内でも有数の事業環境にあり、十分な成果をあげている。
根

拠

「インフォーメーションパック」の配布を通じ、情報
提供に努める。ただし、今年度は7月に外国人登録制度
の廃止が決まっており、その変更に伴い、市役所での
内部印刷で対応する。

事務改善事務改善事務改善事務改善
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【平成25年度　方向性】

外国人に対してインフォメーションパックの配布は必
要であり、本事業そのものは維持すべきであるが、印
刷物については、内部印刷での対応で十分である。
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成
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年

度
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【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 可能－

－ 未実施 未実施

可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 可能 〈不可能選択理由〉
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